
 

 

   平塚市産業間連携ネットワーク新事業創出・新商品開発支援補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の産業活性化を促進するため、企業、団体及び個人事業者間のネッ

トワーク化による産業間連携の場の創出を図り、新事業の創出、新商品の開発等への取組を

促進するため、平塚市産業間連携ネットワーク新事業創出・新商品開発支援補助金を交付す

ることについて、補助金等の交付に関する規則（昭和５４年規則第４号。以下、「規則」とい

う。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （補助対象者） 

第２条 この要綱において、補助金の交付を受けるもの（市税を滞納しているものを除く。以

下「補助対象者」という。）は、会員プロジェクトチーム（平塚市産業間連携ネットワーク規

約第４条第１項の規定により届け出た会員プロジェクトチームをいう。以下同じ。）とする。 

 （補助対象経費） 

第３条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条に規定する補助対象

者による新事業の創出及び新商品の開発に係る次の経費で、別表に定めるとおりとする。 

（１） 地域資源、経営資源等を活用して、新たな付加価値を生み出す「新事業の創出に関す

る経費」並びに「商品開発及び改良に関する経費」 

（２） その他市長が特に必要と認める経費 

２ 補助対象となる経費に充てるために収入する国庫支出金等の特定財源がある場合は、それ

らを控除した額を補助対象経費とみなす。 

 （補助金の額） 

第４条 補助率及び補助金の額は、予算の範囲内で補助対象事業に要する経費の２分の１以内

とし、上限を３０万円とする。 

２ 補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。 

 （補助金の交付申請） 

第５条 規則第５条に規定する補助金の交付の申請は、平塚市産業間連携ネットワーク新事業

創出・新商品開発支援補助金交付申請書（第１号様式）に次の書類を添えて行うものとする。 

（１） 当該補助対象事業に関する事業計画書（第２号様式）及び収支予算書（第３号様式） 

（２） 当該補助対象事業に関する事業者構成の役割が分かるもの 

（３） 市税完納証明書（プロジェクトチーム代表者） 

（４） その他市長が特に必要と認めるもの 

２ 補助金の交付を受けようとする会員プロジェクトチームの代表者は、前項の規定による申

請を行うに当たって、消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、当該補

助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び

地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る

消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

の規定による地方消費税の税率に乗じて得た金額の合計額に補助対象経費に占める補助金の

割合を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、

申請時において当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでない

ものについては、この限りではない。 

 （補助金の交付の決定） 



 

 

第６条 市長は、前条の規定による補助金の交付の申請があったときは、その内容を審査し適

当と認めたときは、規則第７条の規定による補助金の交付又は不交付の決定を平塚市産業間

連携ネットワーク新事業創出・新商品開発支援補助金交付決定通知書（第４号様式）により

当該申請者に通知するものとする。 

 （事業計画の変更の申請等） 

第７条 会員プロジェクトチームは、規則第８条第１項の規定による事業計画の変更が生じた

場合は、平塚市産業間連携ネットワーク新事業創出・新商品開発支援補助金事業計画変更・

中止・廃止申請書（第５号様式）により提出し、市長の承認を受けなければならない。 

２ 市長は、規則第８条第２項の規定による事業計画の変更を承認した場合は、平塚市産業間

連携ネットワーク新事業創出・新商品開発支援補助金事業計画変更・中止・廃止承認通知書

（第６号様式）により、その旨を当該申請者に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第８条 規則第１１条第１項の規定による実績報告は、当該補助対象事業終了後３０日後又は

当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに、平塚市産業間連携ネットワーク新事業創 

出・新商品開発支援補助金実績報告書（第７号様式）に次の書類を添えて市長に提出するも

のとする。 

（１） 当該補助対象事業に係る事業実績報告書（第８号様式）及び収支決算書（第９号様式） 

（２） 当該補助対象事業に係る納品書の写し及び領収書の写し又はこれらに代わるもの 

（３） その他特に市長が認めるもの 

２ 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、当該補助金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告し

なければならない。 

 （補助金の額の確定通知） 

第９条 規則第１２条の規定による補助金の額の確定通知は、平塚市産業間連携ネットワーク

新事業創出・新商品開発支援補助金額確定通知書（第１０号様式）により行うものとする。 

 （補助金の請求） 

第１０条 前条の規定により補助金の額の確定通知を受けた者は、市長の指示に従い補助金の

支払を請求するものとする。 

 （補助の回数） 

第１１条 この要綱に定める補助金の受けることができる回数は、同一年度１回とし、同一会

員プロジェクト２回までとする。ただし、デザイン等に係る経費及び情報発信に係る経費は、

１回とする。 

 （補助決定の取消し） 

第１２条 市長は、規則第１３条各号に掲げるもののほか、次の各号のいずれかに該当した場

合には、補助金交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 平塚市産業間連携ネットワーク新事業創出・新商品開発支援補助金交付要綱に違反し

たとき。 

（２） 当該一連の事業が完了する前に会員プロジェクトチームを解散したとき。 

 （補助金の返還） 

第１３条 市長は、補助金の交付を取り消した場合において、当該補助対象事業の当該取消し



 

 

に係る部分に関し、既に補助金が交付されているときには、期限を定めてその返還を命ずる

ことができるものとする。 

２ 市長は、補助対象者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既に確定額を超え

る補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずることができるものとする。 

 （消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４条 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合であり、かつ、当該経費について

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が発生する場合、補助対象者は、消費税の申告に

より当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定後、消費税仕入控除

税額報告書（第１１号様式）により、速やかに市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全部又

は一部の返還を命ずるものとし、当該補助対象者は速やかにこれに応じなければならない。 

 （補助対象からの排除） 

第１５条 市長は、平塚市暴力団排除条例（平成２３年条例第９号）第８条の規定する必要な

措置として、次の各号のいずれかに該当するものは、補助金の交付の対象としないものとす

る。 

（１） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

（２） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団 

（３） 法人であって、代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する者がいるもの 

（４） 法人格を持たない団体であって、代表者が暴力団員に該当するもの 

２ 市長は、補助対象者が前項各号のいずれかに該当する場合は、交付決定の全部若しくは一

部を取り消し、又は既に交付された補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

３ 市長は、必要に応じて、補助対象者が同条第１項各号のいずれかに該当するか否かを神奈

川県警察本部長に対して照会することができる。 

 （補助事業者の責務） 

第１６条 補助事業者は、市長が補助金を交付した年度から５年間、次の号に掲げる事項を実

施なければならない。 

（１） 会計帳簿その他証拠となるべき書類により、補助金が交付された商品に係る経費に

関する書類を保存すること 

（２） 完成商品等の現状に関する本市からの問い合わせに誠実に対応するよう努めること 

 （その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、平塚市産業間連携ネットワーク新事業創出・新商品

開発支援補助金の交付について必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、決裁の日（平成２８年９月１日）から施行する。 

  （有効期限） 

２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日の属する年度以前

の年度の予算に係る補助金については、この要綱は、同日後も、なおその効力を有する。 

   附 則 



 

 

 この要綱は、決裁の日（令和３年３月３１日）から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、決裁の日（令和５年３月３１日）から施行する。 

 

 

別表（第３条関係） 

※既存商品の組み合わせは対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域資源、経済

資源等を活用して、新

たな付加価値を生み出

す「新事業の創出に関

する経費」並びに「商

品開発及び改良に関す

る経費」 

① 研究・開発費 試作にともなう原材料、デザイン、製造・加工するた

めに支払われる経費、機械装置費など 

② 委託費 自ら実行することが困難な業務の一部を第三者に委託

するための費用 

③ 借料 事業の遂行に直接必要な機器・設備等のリース料・レ

ンタル料 

④ 広報費 補助事業のためのパンフレット・ポスター・チラシ等

の新規作成、広報 媒体等を活用するための経費 

（２）その他市長が特

に必要と認める経費 

前号以外の経費で、市長が特に必要と認めるもの 

 


